
別記１［R5.10.1～］ 

 

総合評価点算定基準（標準型 土木関係） 

 

１ 総合評価点の算定方法 

総合評価点は、以下すべてを満たす者について、次の算式により算定する。 

①入札書が無効でない者 

②予定価格の制限の範囲内の者（失格となった者を除く。） 

③施工計画（配置予定技術者）評価項目の点数の合計が０点でない者 

④施工計画（配置予定技術者）の評価項目に未記入がない者 

 

総合評価点＝価格点＋価格以外の評価点 

 

 

２ 価格点の算定方法 

（１）価格点は、次の算式により算定する。 

価格点＝ ８０ ×（１－入札価格／予定価格） 

〔小数点以下第４位を四捨五入〕 

 

ただし、入札価格が低入札価格調査制度実施要領に定める低入札調査基準価格を下回り、  

失格基準価格以上（失格基準価格が設定されている場合に限る。）であった場合、価格点 

は低入札調査基準価格により算出される値と同値とする。 

 

（２）入札価格は各入札者の入札金額とし、入札価格及び予定価格は、いずれも消費税を含ま 

ないものにより算定する。 

 

 

３ 価格以外の評価点の算定方法 

価格以外の評価点は２０点満点とし、入札者が提出した評価項目算定資料（添付書類を含

む。）について、標準型－表１に示す評価点算定基準に基づき算定した評価点の合計とする。 

 

 

なお、特定建設工事共同企業体（ＪＶ）の場合、評価点の算定は各企業（代表者、構成員）

の評価点に出資比率を乗じて算出するものとする。 

評価点＝［（代表者の評価点×代表者の出資比率） 

＋（構成員の評価点×構成員の出資比率）］ 

  



標準型総合評価落札方式（土木関係） 評価点算定基準 

【評価項目】                     標準型－表１ 

評価項目 配点 評価基準 評価点 

①企業の工事成績評定 

入札日の属する年度の前年度から過去５年間の対象工事

に該当する、群馬県（知事部局）発注工事の種類別（○○○

○工事）工事成績評定点（特定建設工事共同企業体の構成員

としての評定点を含む。）の平均値により評価する。 

対象となる評定点がない場合は、平均値を65点とみなす。 

３．０点 80点以上 ３．０点 

 

65点を超え80点未満 

(平均値-65) 

× 3.0 ／ 15

点 
〔小数点以下第4位四捨五入〕  

65点以下 ０点 

②企業の施工実績 

評価対象工事を元請として施工した実績（特定建設工事共

同企業体の構成員としての実績を含む。）により評価する。 

評価対象工事は、｢４の(１)｣の要件による。 

３．０点 複数の実績あり ３．０点 

実績あり １．５点 

実績なし ０点 

③配置予定技術者の施工経験 

 評価対象工事を監理(主任)技術者又は現場代理人として

施工した経験により評価する 

 評価対象工事は、｢４の(２)｣の要件による。 

２．０点 監理(主任)技術者として 

実績あり 

２．０点 

現場代理人として実績あり １．０点 

実績なし ０点 

④地域内拠点の有無 

本店、営業所（建設業法に基づく営業所に限る。）の所在

地に基づき評価する。 

０．７点 県内に本店がある ０．７点 

県内に営業所がある ０．２点 

なし ０点 

⑤災害時の基礎的事業継続計画策定の有無 

 国土交通省関東地方整備局が認定を実施している「建設会

社における災害時の事業継続力認定」の有無により評価す

る。 

０．３点 認定あり ０．３点 

認定なし ０点 

⑥県内企業の下請活用 

１件１００万円以上の県内企業との１次下請負契約の金

額が1次下請負契約の総額に占める割合により評価する。 

０．７点 下請負の 80％以上の金

額を県内企業が占める

場合 

０．７点 

下請負の 50％以上 80％

未満の金額を県内企業

が占める場合 

０．４点 

上記以外 ０点 

⑦建設キャリアアップシステム活用の有無 

 当該工事において建設キャリアアップシステム活用の申

告の有無により評価する。 

０．３点 活用の申告あり ０．３点 

活用の申告なし ０点 

⑧ 施工計画（配置予定技術者）の評価 

標準型―表２の評価項目について、ヒアリングにより評価

する。 

１０.０点 Ａ １０．０点 

Ａ’ ８．０点 

Ｂ ７．０点 

Ｂ’ ６．０点 

Ｃ ５．０点 

Ｃ’ ４．０点 

Ｄ ３．０点 

Ｄ’ ２．０点 

Ｅ １．０点 

施工計画（配置予定技術

者）の評価項目の点数の

合計が０点、又は、評価

項目に未記入がある場

合 

欠格 

合  計 ２０．０点  



※⑥において「１次下請負契約」とは元請負者（落札者）が他の建設業者と締結する請負契約であり、建設業法第２条 
第４項に規定する下請契約をいう。 

※⑥において「１件１００万円以上」とは、税込金額をいう。 
※⑥において県内企業とは、建設業法に基づき許可を受けた本店が群馬県内にある建設業者をいう。 
※⑥において元請負者（落札者）が県内企業であって、自社施工率が80％以上の場合の評価点は０．７点とする。 

※⑧施工計画（配置予定技術者）の評価基準、評価者については、下表(表－１、表－２、表－３)のとおりとする。 

 

■ 評価基準の決定 

［評価者が４人の場合］表－１ 

評価基準 
【施工計画(配置予定技術者)の評価項目】標準型―表２の合計点数 

３項目の場合 ４項目の場合 ５項目の場合 

 Ａ ４６点以上～４８点 ６１点以上～６４点 ７６点以上～８０点 
Ａ’ ４２点以上～４６点未満 ５６点以上～６１点未満 ７０点以上～７６点未満 

 Ｂ ３５点以上～４２点未満 ４８点以上～５６点未満 ６０点以上～７０点未満 
Ｂ’ ２８点以上～３５点未満 ３８点以上～４８点未満 ４７点以上～６０点未満 

 Ｃ ２０点以上～２８点未満 ２６点以上～３８点未満 ３３点以上～４７点未満 
Ｃ’ １３点以上～２０点未満 １６点以上～２６点未満 ２０点以上～３３点未満 

 Ｄ  ６点以上～１３点未満  ８点以上～１６点未満 １０点以上～２０点未満 
Ｄ’  ２点以上～ ６点未満  ３点以上～ ８点未満  ４点以上～１０点未満 

 Ｅ  １点以上～ ２点未満  １点以上～ ３点未満  １点以上～ ４点未満 
欠格 

０点 

 評価項目に未記入がある 

 

［評価者が５人の場合］表－２ 

評価基準 
【施工計画(配置予定技術者)の評価項目】標準型―表２の合計点数 

３項目の場合 ４項目の場合 ５項目の場合 

 Ａ ５７点以上～６０点 ７６点以上～８０点 ９５点以上～１００点 
Ａ’ ５２点以上～５７点未満 ７０点以上～７６点未満 ８７点以上～ ９５点未満 

 Ｂ ４５点以上～５２点未満 ６０点以上～７０点未満 ７５点以上～ ８７点未満 
Ｂ’ ３６点以上～４５点未満 ４７点以上～６０点未満 ５９点以上～ ７５点未満 

 Ｃ ２４点以上～３６点未満 ３３点以上～４７点未満 ４１点以上～ ５９点未満 
Ｃ’ １５点以上～２４点未満 ２０点以上～３３点未満 ２５点以上～ ４１点未満 

 Ｄ  ８点以上～１５点未満 １０点以上～２０点未満 １３点以上～ ２５点未満 
Ｄ’  ３点以上～ ８点未満  ４点以上～１０点未満  ５点以上～ １３点未満 

 Ｅ  １点以上～ ３点未満  １点以上～ ４点未満  １点以上～  ５点未満 
欠格 

０点 

 評価項目に未記入がある 

 

■ 評価者の決定 表－３ 

評価者 役    職 
評価者 Ａ 

群馬県総合評価落札方式実施要領第８条に定められた「評価者」を

選定する。 
 

評価者 Ｂ 
評価者 Ｃ 
評価者 Ｄ 
評価者 Ｅ 

予   備 
（上記評価者不在の場合） 
※評価者の人数は４～５人とする。 

 

 

 

 



【施工計画(配置予定技術者)の評価項目】  標準型－表２ 

評価項目（例） 
評価内容（例） 

※工事の特性に応じて内容を追加 

評価

区分 
配点 

評
価
者
Ａ 

評
価
者
Ｂ 

評
価
者
Ｃ 

評
価
者
Ｄ 

小
計 

①工事上の留意点、

現場の安全確保 

・工事の精度を確保するための方針 

・施工時の安全確保対策 

Ⅴ ４点 

     

Ⅳ ３点 

Ⅲ ２点 

Ⅱ １点 

Ⅰ ０点 

②工程の遵守 

・工程を遵守するための施工計画 Ⅴ ４点 

     

Ⅳ ３点 
Ⅲ ２点 
Ⅱ １点 
Ⅰ ０点 

③工事資材の 

品質確保 

・工事資材の不具合発生抑制対策 

・使用工事資材の耐久性向上の工夫 

 

Ⅴ ４点 

     

Ⅳ ３点 
Ⅲ ２点 
Ⅱ １点 
Ⅰ ０点 

④工事対象物の耐久

性向上 

・工事対象物の耐久性向上の取り組み 

 

Ⅴ ４点 

     

Ⅳ ３点 
Ⅲ ２点 
Ⅱ １点 
Ⅰ ０点 

⑤設計図書の照査方

法及び照査体制 

・照査方法 

・照査体制 

・配置予定技術者に対する企業のバッ

クアップ体制等 

Ⅴ ４点 

     

Ⅳ ３点 
Ⅲ ２点 
Ⅱ １点 
Ⅰ ０点 
小  計       

合  計   

※工事にあたり、技術的に重視すべき内容を３～５項目設定する。 
※施工計画・技術提案の配置予定技術者の理解度及び監理能力について、各評価項目で評価する。 

※施工計画（配置予定技術者）の評価項目についてはⅤ～Ⅰの５段階により評価するものとし、 

未提出又は全ての提案が不適切であるものは、欠格とする。 

 

■「標準型―表２」における「評価区分」と「評価の目安」は、以下のとおりとする。 

「Ⅴ」 ： 標準的な施工計画より非常に優れた内容である。 

「Ⅳ」 ： 標準的な施工計画より優れた内容である。 

「Ⅲ」 ： 標準的な施工計画と同等の内容である。  

「Ⅱ」 ： 標準的な施工計画より劣る内容である。 

「Ⅰ」 ： 標準的な施工計画より非常に劣る内容である。 

 

  



４ 価格以外の評価項目における評価対象工事は、次の条件に該当する工事とする。 

（１）評価算定基準「標準型－表１」②企業の施工実績 

（例：適時内容を変更して使用すること。原則、過去１０年間とする。） 

（例文） 

国内において、平成○○年４月１日から令和○年３月３１日までに完成引き渡しが完了した、

「工事対象物名」を工場製作と現場工事を一体で施工し、元請（単体又は共同企業体の場合は代表

者）として××型で施工した実績がある者。 

ここでいう評価対象工事とは、ａ)「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」第

２条第２項に定める公共工事、ｂ)国、特殊法人等、地方公共団体が事業主体となり、委託発注し

た工事、ｃ)地方公共団体が設立した地方道路公社が発注した工事又は委託工事とする。 

（２）評価算定基準「標準型－表１」③配置予定技術者の施工経験 

（例：専任の配置予定技術者に求める内容として使用する。原則、過去１０年間とする。） 

（例文） 

国内において、平成○○年４月１日から令和○年３月３１日までに完成引き渡しが完了した、

「工事対象物名」の現場工事（※専任の監理(主任)技術者又は現場代理人を要する内容のみに限

定）を元請（単体又は共同企業体の場合は代表者）として××型で施工した実績がある者。 

ここでいう評価対象工事とは、ａ)「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」第

２条第２項に定める公共工事、ｂ)国、特殊法人等、地方公共団体が事業主体となり、委託発注し

た工事、ｃ)地方公共団体が設立した地方道路公社が発注した工事又は委託工事とする。 

 

５ 評価項目算定資料については、次のとおり取扱うものとする。 

（１）配置予定技術者を１人に特定できない場合は、複数の技術者を配置予定技術者とすることができる。

この場合、施工計画は、すべての配置予定技術者について提出するものとする。 

配置予定技術者の施工計画の評価点は、最も低い評価を受けたものをもって算定する。 

（２）工事成績評定については、平成○○年４月１日から令和○○年３月３１日までに竣工した△△工事 

（■■工事）とする。 

なお、上記の工事成績評定について、不明なものがある場合は、発注機関に確認することができる。 

（３）災害時の基礎的事業継続計画策定については、国土交通省関東地方整備局が認定を実施している 

「建設会社における災害時の事業継続力認定」により評価する。 

該当する場合は、認定書の写しを添付すること。 

（４）建設キャリアアップシステム活用については、当該工事において建設キャリアアップシステムの活用 

の事前申告により評価する。活用の申告を行う場合は、様式第１４号を添付すること。 

なお、活用の申告を行いながら、実績として全く活用が履行されなかった際には工事成績評定により 

減点とする。 

（５）施工計画については、配置予定技術者の技術力、施工計画・技術提案の理解度及び監理能力に着目し、 

評価を行うものであり、当該技術者に対するヒアリングを行い評価する。 


